2025年8月11日
電力労働運動近畿センター声明
美浜原発敷地内での原発建て替えに反対します

　関西電力は、2025年7月22日、福井県美浜原発敷地内で次世代型へのリプレース（建て替え）に向け、1号機の後継炉設置へ向けた現地調査を再開することを正式に発表し、「革新軽水炉を念頭に進めていきたい」と述べました。
　これは2011年3月の東京電力福島第一原発事故後では、初の国内における原発建設計画に関わる発表であり、原子力発電のコスト・リスクの問題や気候変動対策としての効率性・有効性の観点から到底許されません。さらに記者会見で「資源が乏しいわが国において原子力が将来に亘って役割を果たすことが重要」と森社長が述べていることに関しても、再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは十分にあることが環境省等により調査されており、現在の科学的知見に反しています。また、IPCCをはじめ様々な研究で、温室効果ガス削減対策としてはコストが大きい事が評価されています。地球沸騰化とも言われる現在、原子力に頼っている余裕はもはやありません。
　
　以下に私たちの考える問題点を指摘しておきます。
1. 気候変動対策として「パリ協定」の目標達成に間に合わない。
　私たちは毎日危険な暑さに耐え、命の危険にさらされています。それは、産業革命以後の人間の活動によるものです。「パリ協定」では、気候系にもたらすリスクを一定範囲に抑えるため、産業革命以降の地球平均気温上昇を1.5℃未満に抑制することを目標としましたが、諸国の対策は遅れており、実現が危ぶまれています。全世界がCO2削減に向けすぐにでも真摯に取り組まなくてはなりません。今後5年から10年間、いかに削減できるかにかかっています。ところがこの革新炉は、その調査自体に年単位、複数年掛かる見通しと関電が述べていると同時に、仮に原発を建設することが決まっても、運転を始めるまでには20年程度掛かるとされており、とても気候変動対策に寄与するものではありません。調査も含めて、このような計画に莫大なお金をつぎ込むことは無駄であり、避けるべきです。

2. 原発よりも優れた脱炭素電源がある。
　再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは、環境省の調査（2019年）で太陽光発電が、3億3,203万kW、風力発電については16億5,021万kW、地熱発でについては1,631万kW、中小水力では、1,444万kWと推計されており、その他バイオマス発電などを加えると、日本での再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは現在の発電電力量の2倍存在（2019年度の発電実績速報値10,277億Kwh/年に対し現時点でのポテンシャルは26,186億Kwh/年、環境省試算）しているとされ、原発に頼らなくても十分賄えます。電力の需給バランスの問題に対しては、蓄電だけでなく様々な形態の蓄エネルギー技術、余剰分による水素製造・貯蔵、再生可能エネルギーの上げ方向出力制御、需要側でのデマンド・レスポンスなどの対策技術が既にあります。慣性力の問題に対しては、同期調相機や調整機能を持ったインバーターなどの対策技術が既にあります。そもそも、国内で自給できる、永続的なエネルギーの供給には、再生可能エネルギーが不可欠です。

3. 放射性廃棄物の管理・処理問題
　原子力発電は、トイレなきマンションなどと揶揄されたように発電すれば必ず放射性廃棄物が発生します。特に、高レベル放射性廃棄物は現在も、処分方法、場所も決まっておらず、溜まるばかりなので問題となっています。革新軽水炉も原子力発電であり、放射性廃棄物の管理・処分対策に寄与するどころか、放射性廃棄物の蓄積量を増やすだけです。数万年にわたる放射性廃棄物の管理は次世代につけを残します。これを、さらに増やすことは到底許されません。

4. 原発はコストが大きく、採算性がない電源
　NHKの報道（2024年12月17日）によれば、「第7次エネルギー基本計画」の前提となった経済産業省試算（2023年）では出力120万kWの原発一基当たり建設費は7,203億円で、4年前の試算よりも1,000億円も高くなっています。資材費や人件費の高騰、建設期間の長期化など、コストがさらに上振れすることも指摘されています。一方、フランスでは日本円で一基当たり2兆円以上、イギリスでは一基当たり6兆円以上となっています。
　原子力業界は、コストの上昇で投資が回収できなくなるリスクが大きいとして政府に対し民間の投資を後押しする仕組みを求めています。つまり、民間の金融機関は、原発の採算性の乏しさ、事業リスクの大きさから、融資をしなくなっているので、託送料金から建設費を事前に調達できる制度を政府に求めているのです。もちろん、このような制度は許容できませんし、採算性についての議論は既に結論が出ていると言えます。

5. 建て替えで地域経済の自立的発展が遅れる。
　原子力発電の建替えに向けた調査が始まると、「電源立地地域対策交付金」の対象となり、調査開始の翌年から年間最大1億4,000万円が交付されます。その後、環境影響評価が開始されると年間で最大9億8,000万円が10年間交付され、以後は運転開始まで年間最大で8000万円が交付されることになります。これにより、原発立地地域では、自治体の歳入や雇用が原発に依存するようになり、地元にあった既存産業は衰退し、経済的な自立性が損なわれてきました。原発の建て替えは、こうした問題の解決を先送りにし、地域の自立的な発展を阻害することになります。

最後に：関西電力に求めること。
　政府は福島原発の事故を受けて「可能な限り依存度を低減する」とした原発の位置づけを2025年の「第7次エネルギー基本計画」で「最大限活用する」との方針転換を行いました。しかし、基本計画は、政府の諸計画・政策の大枠を方向づけるもので、事業者に何らかの義務を課すものではありません。林官房長官は「個々の事業者の経営判断に関すること」と発言しています。関西電力は、一企業として、自ら将来のビジョンを作り出し、自らの意志でエネルギー事業の未来を切り開いていく事が求められます。脱炭素社会へ向けた世界的な潮流に背を向けるのではなく、永続的なエネルギー事業のために、再生可能エネルギーへの転換を進めていくべきです。

　以上のような観点から私たちは、関西電力の今回の美浜原発敷地内での建て替えに向けた調査の再開に反対を表明します。
以上
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